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H ～ H

計画値

単位

平成２７年度 平成２８年度 (参考・平成２９年度）

70 100

単位 ％ ％ ％

④

名称

補足

①

名称 その他宅地評価法区域内の準路線価方式評価

補足
都市計画区域内のその他宅地評価法で評価を行っている宅
地と宅地比準地に対し準路線価方式を導入する。

②

名称 評価替え関係資料の作成

補足
評価替えに向け、地価調査関係書類及び最新地番図等を作
成する。（3年毎の評価替えにおける進捗率）

名称

補足

④
指
標

計画値 40 70 100

単位 ％ ％ ％

計画値成
果

活
動

③
計画値

単位

40

24,046千円

年
度
別
事
業
計
画

期間内総事業費（H27・H28)① 45,700千円 期間外事業費(H29以降)② - 総事業費　（①＋②） -

③
　
事
業
の
計
画

24,046千円

予
算
額

事業費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

19,124千円

19,124千円

①
基
本
事
項

地方税法・亀山市税条例

施
策
体
系

18 -

事業費

国庫支出金

部名 財務部

室名 税務室

計画コード 事業名

19150 地価調査・地番図整備事業

目
的

対象

概
要

　固定資産は、3年毎に評価を見直し、「適正な時価」を課税標準として課税している。評価替えは、現状及び資産価額
の変動に対応し、評価額を適正な均衡のとれた価格に見直す作業である。平成30年度評価替えでは、特に都市計画
区域内のその他宅地評価適用区域において準路線価評価を導入し、より均衡の取れた価額に見直し、納税者に対し
説明責任を果たせる適正な評価を行うものである。

　固定資産税の課税対象である固定資産（土地）の現状及び資産価額の変動を的確に把握することにより、適正な土
地の評価を行い、公平・公正な賦課に努める。

基本施策の大綱

基 本 施 策

施 策 の 方 向

06:行政経営

01:自立した行政経営の推進

04:行財政改革の推進

事業予定期間 年度

目 02:賦課徴収費

会計 01:一般会計

款 02:総務費

項 02:徴税費

財
務
科
目戦略ﾌﾟﾛｼ ﾞｪｸﾄ -

主な根拠法令要綱等

25,300千円

25,300千円

平成２７年度 平成２８年度
○ 固定資産（土地）のシステムを用いた評価
　・ 地番図の異動修正
　・ 路線価の更新
　・ 画地認定図の異動修正及び認定・条件計測
　・ 公図のイメージデータ異動更新
　・ 航空写真の簡易オルソの作成
　・ 土砂災害警戒区域の指定データ、鉄軌道用地評価データ
　の更新
　・ その他宅地評価法適用区域の準路線価評価の導入
　・ 固定資産土地評価事務取扱要領の作成支援
○ 不動産鑑定士による土地の鑑定評価
　・ 鑑定評価の時点修正（９０地点）

○ 固定資産（土地）のシステムを用いた評価
　・ 地番図の異動修正
　・ 路線価の更新
　・ 画地認定図の異動修正及び認定・条件計測
　・ 公図のイメージデータ異動更新
　・ 航空写真の簡易オルソの作成
　・ 土砂災害警戒区域の指定データ、鉄軌道用地評価データの
更新
　・ その他宅地評価法適用区域の準路線価評価の導入
　・ 固定資産土地評価事務取扱要領の作成支援
○ 不動産鑑定士による土地の鑑定評価
　・ 標準宅地の鑑定評価（３３０地点）
　・ 鑑定評価の時点修正（９０地点）

20,400千円

②
目
的
・
概
要

計
画
額

その他

20,400千円一般財源

県支出金

地方債



事務事業評価シート

①
②
③

臨時職員人件費 ④
⑤

①
⑥

【事業の成果】

【反省点・課題】

【改善の方向性】

款 02:総務費

Ｈ27(主要事業)

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 財務部

19150 地価調査・地番図整備事業 室名 税務室

②
目
的
・
概
要

目
的
・
概
要

対象 0

目
的

　固定資産税の課税対象である固定資産（土地）の現状及び資産価額の変動を的確に把握することにより、適正な土地の評価を行い、公平・公
正な賦課に努める。

概
要

　固定資産は、3年毎に評価を見直し、「適正な時価」を課税標準として課税している。評価替えは、現状及び資産価額の変動に対応し、評価額
を適正な均衡のとれた価格に見直す作業である。平成30年度評価替えでは、特に都市計画区域内のその他宅地評価適用区域において準路線
価評価を導入し、より均衡の取れた価額に見直し、納税者に対し説明責任を果たせる適正な評価を行うものである。

施策の方向 04:行財政改革の推進 項 02:徴税費

戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ - 目 02:賦課徴収費

施
策
体
系

基本施策の大綱 06:行政経営 財
務
科
目

会計 01:一般会計

基本施策 01:自立した行政経営の推進

都市計画区域内のその他宅地評価法で評価を行っている宅地と
宅地比準地に対し準路線価方式を導入する。

実績値 40
単位 ％ ％

③
指
標

２７年度 ２８年度

①
名称 その他宅地評価法区域内の準路線価方式評価 計画値 40 70

補足

③
名称 計画値

②
名称 評価替え関係資料の作成 計画値 40 70

補足
評価替えに向け、地価調査関係書類及び最新地番図等を作成す
る。（3年毎の評価替えにおける進捗率）

実績値 40

補足
実績値
単位

単位 ％ ％

単位

④
事
業
の
計
画
・
実
績

年度計画 年度実績
○ 固定資産（土地）のシステムを用いた評価
　・ 地番図の異動修正
　・ 路線価の更新
　・ 画地認定図の異動修正及び認定・条件計測
　・ 公図のイメージデータ異動更新
　・ 航空写真の簡易オルソの作成
　・ 土砂災害警戒区域の指定データ、鉄軌道用地評価データ
　の更新
　・ その他宅地評価法適用区域の準路線価評価の導入
　・ 固定資産土地評価事務取扱要領の作成支援
○ 不動産鑑定士による土地の鑑定評価
　・ 鑑定評価の時点修正（９０地点）

○ 固定資産（土地）のシステムを用いた評価において
　・ 地番図の異動修正　・路線価の更新
　・ 画地認定図の異動修正及び認定・条件計測
　・ 公図のイメージデータ異動更新　・ 土砂災害警戒区域のデータ更新
を完了し、
　・ その他宅地評価法適用区域の準路線価評価の導入
については、対象筆の抽出と画地認定案を作成し、
　・ 固定資産土地評価事務取扱要領の作成支援
については、平成30年度に向けて素案の作成した。
○ 不動産鑑定士による土地の鑑定評価においては
　・ 鑑定評価の時点修正（９０地点）を完了した。

事
業
費

④
名称 計画値

補足
実績値

8,570

国庫支出金
事業費 20,400 19,124 19,124 一般職員人件費 8,570 平均給与額×③

計画額 予算額 決算額
人
件
費

総人件費

県支出金 0 0
0 所要人員 1.13

再
掲

翌年度への繰越額 0

その他 0 受益者負担率 0.0% ⑤　/　⑥
地方債 0 受益者負担額 0

前年度からの繰越額 0 0
総人件費 8,570

一般財源 20,400 19,124 19,124

適切 有効性： 適切 最終評価確認者： 税務室長　丸本　敏文

総コスト 27,694

⑤
事
業
の
評
価

総合判定
平成２７年度事業として、地番図の異動修正、路線価の更新、画地認定図の異動修正及び認定・条件計測、公図のイ
メージデータ異動更新、土砂災害警戒区域のデータの更新、鑑定評価の時点修正（90地点）を完了した。
また、都市計画区域内のその他宅地評価法適用区域の準路線価評価の導入については、対象筆（9,678筆）の抽出と
画地認定案を作成し、固定資産土地評価事務取扱要領については、素案を作成した。

Ａ
順調に進んだ

準路線価評価の導入において、対象筆の抽出と画地認定案を作成したが、9,678筆と膨大な筆数であり、作成に時間を要し、確認精度
を高める必要がある。また、分合筆等の対象筆の動きに対応する必要があり、作成した画地認定案に対して、引き続き精査、確認が必
要である。

平成30年度評価替えの賦課期日である平成30年1月1日までの登記異動内容に追随するよう、平成30年度課税までに画地認定の最
終確認を再度行う。

事業目的の妥当性：


